
 

 

 

山形市空き家バンク実施要綱 

（目的及び趣旨） 

第１条 この要綱は、空き家の有効活用を通じ、定住の促進及び地域の活性化を図るため、空

き家の売買及び賃貸借に関する情報提供を行うこの市の空き家バンクの実施について必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 空き家 次のアからキまでのいずれにも該当する建築物及びこれに附属する工作物並び

にその敷地（立木その他の土地に定着する物及び農地が付随する建築物にあっては当該農

地を含む。）をいう。ただし、所有権者等が確定していないものを除く。 

ア 市内に存する現に居住していない（居住しなくなる予定のものを含む。）居住用の建

築物であるもの 

イ 建築の当初から賃貸を目的としないもの 

ウ 分譲を目的としないもの 

エ 安全性に問題がない建築物であるもの 

オ 未登記の建築物でないもの 

カ アからオまでに掲げるもののほか、建築物の状態、周囲の環境等により、当該建築物

を利用することについて、利用希望者に不利益を及ぼすおそれがないもの 

キ 建築物に係る所有権を有する者と当該建築物の所在する土地に係る所有権を有する

者が異なる場合は、建築物に係る所有権を有する者が空き家バンクに当該建築物を登録

することについて、当該土地に係る所有権を有する者から同意を得ている建築物である

もの 

⑵ 所有者等 空き家に係る所有権により当該空き家の売却、賃貸等を行う権利を有する者

をいう。 

⑶ 利用希望者 空き家の購入又は賃借により、空き家に定住その他空き家の利用を希望す

る者をいう。 

⑷ 空き家バンク 所有者等が売却又は賃貸を行う意思（売却及び賃貸の双方の意思による

場合を含む。）のある空き家を利用希望者にこの市が情報を提供する仕組みをいう。 

⑸ 協力事業者 山形県宅地建物取引業協会山形又は公益社団法人全日本不動産協会山形県



 

 

 

本部（以下これらを「協会等」という。）の会員のうち、空き家バンクにおける空き家の媒

介を行う者として協会等から空き家バンクに協力する旨の通知のあった宅地建物取引業法

（昭和２７年法律第１７６号）第３条第１項の免許を受けて同法第２条第２号に規定する

宅地建物取引業を営む者をいう。 

（適用上の注意） 

第３条 この要綱は、空き家バンクに登録された空き家について、空き家バンク以外による空

き家の取引を妨げるものではない。 

 （協定の締結） 

第４条 市長は、空き家バンクを円滑に運営するため、協会等と次に掲げる事項について協定

を締結するものとする。 

 ⑴ 協力事業者の募集 

 ⑵ 協力事業者による空き家の売買又は賃貸借に係る契約交渉の仲介 

 ⑶ その他空き家バンクの実施に関し必要な事項 

 （登録の条件等） 

第５条 所有者等は、その所有する空き家を空き家バンクに登録するに当たっては、事前に協

力事業者と宅地建物取引業法の規定による媒介契約を締結しなければならない。 

２ 市長は、所有者等からその所有する空き家を空き家バンクに登録したい旨の相談があった

ときは、協力事業者を紹介するものとする。この場合において、市長は、必要に応じ、所有

者等から空き家の状況の聞き取り等を行い、当該空き家が空き家バンクに登録できるか否か

の確認等を行うものとする。 

３ 前項前段の規定により協力事業者を紹介された所有者等は、空き家に係る固定資産税の納

税通知書又は登記事項証明書等の写し、空き家が所在する土地の公図の写しその他空き家の

所在地及び権利関係について協力事業者が確認できる書類を持参し、協力事業者に相談する

ものとする。 

４ 市長は、第２項後段の規定により得られた空き家の状況に関する情報を協力事業者に提供

するものとする。 

５ 所有者等から空き家バンクの登録に係る相談を受けた協力事業者は、必要に応じ、当該空

き家の状況に関する情報を市長に提供するものとする。 

６ 市長は、空き家バンクに登録していない空き家で、空き家バンクに登録することが適当と

認められるものがあるときは、その所有者等に対し、空き家バンクの登録を勧めることがで



 

 

 

きる。 

（登録の申込み等） 

第６条 空き家バンクにその所有する空き家を登録しようとする所有者等（以下「申込者」と

いう。）は、山形市空き家バンク登録（新規・変更・更新・取消）申込書（別記様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。この場合において、第２号に掲げ

る書類は、協力事業者が記入しなければならない。 

 ⑴ 誓約書（別記様式第２号） 

 ⑵ 山形市空き家バンク登録カード（別記様式第３号） 

 ⑶ 協力事業者と締結した空き家の媒介に関する契約書の写し 

 ⑷ 空き家に係る固定資産税の納税通知書の写し又は登記事項証明書の写し 

 ⑸ 空き家が所在する土地の公図の写し 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第３号から第５号までに掲げる書類の内容について協力事

業者が既に確認している場合には、当該書類の提出を省略することができる。 

３ 申込者は、次の各号のいずれにも該当しない者でなければならない。 

⑴ 暴力団（山形市暴力団排除条例（平成２３年市条例第２５号）第２条第１号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。） 

⑵ 暴力団員（山形市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

４ 市長は、第１項の申込書の提出があったときは、現地を調査し、確認する等協力事業者と

連携し、その内容を審査の上、当該空き家を空き家バンクの台帳（以下「空き家バンク台帳」

という。）に登録すること又は登録しないことを決定するとともに、その旨を山形市空き家バ

ンク登録（新規・変更・更新・却下・取消）決定通知書（別記様式第４号）により、当該申

込者及び当該協力事業者に通知するものとする。 

５ 前各項の規定は、第８条ただし書の規定による空き家バンクの再登録について準用する。 

（登録事項の変更） 

第７条 前条第４項の規定による空き家バンクの登録の決定を受けた申込者（以下「物件登録

者」という。） は、空き家バンク台帳に登録された事項（以下「物件登録事項」という。）に

変更があるときは、山形市空き家バンク登録（新規・変更・更新・取消）申込書に、当該空

き家の物件登録事項を変更する内容を記載し、当該申込書を市長に提出するものとする。 



 

 

 

２ 市長は、前項の申込書の提出があったときは、その内容を審査の上、物件登録事項を変更

すること又は変更しないことを決定するとともに、その旨を山形市空き家バンク登録（新規・

変更・更新・却下・取消）決定通知書により、当該申込者及び当該協力事業者に通知するも

のとする。 

（登録の取消し） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかの事由が生じたときは、物件登録事項を空き家バンク台

帳から削除するとともに、登録を取り消した旨を山形市空き家バンク登録（新規・変更・更

新・却下・取消）決定通知書により当該物件登録者及び当該協力事業者に通知するものとす

る。ただし、第２号の事由によるものについては、再登録を妨げない。 

⑴ 空き家バンク台帳に登録された日が属する年度の翌年度の４月１日から２年を経過した

とき。 

⑵ 物件登録者から山形市空き家バンク登録（新規・変更・更新・取消）申込書による登録

取消しの申込みがあったとき。 

⑶ 物件登録者が第６条第３項各号に掲げる者となったとき。 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、空き家バンク台帳に登録することが不適当であると認める

とき。 

（物件登録事項の提供） 

第９条 市長は、物件登録事項のうち、次に掲げる事項をこの市の公式ホームページ、この市

が提携する全国版空き家バンクホームページ等への掲載、窓口による閲覧その他の方法によ

り公開するものとする。 

 ⑴ 登録番号 

 ⑵ 売却又は賃貸の区分 

 ⑶ 所在地（字まで） 

 ⑷ 写真 

 ⑸ 希望価格 

 ⑹ 概要（築年、構造、間取り等） 

 ⑺ 利用状況 

 ⑻ 設備状況 

 ⑼ 担当する協力事業者の名称及び連絡先 

 ⑽ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 



 

 

 

（登録物件の情報提供及び現地見学） 

第１０条 市長は、空き家バンクの利用を希望する者（以下「情報提供希望者」という。）に

対し、随時、空き家バンクに登録された空き家（以下「登録物件」という。）の情報を提供す

ることができる。 

２ 協力事業者は、登録物件の現地の見学を希望する情報提供希望者があるときは、当該情報

提供希望者と日程調整を行い、当該登録物件の現地の見学を実施するものとする。この場合

において、市の職員は、必要に応じ、当該見学に立ち会うことができるものとする。 

（登録物件に係る成約の報告） 

第１１条 協力事業者は、登録物件の売買、賃貸借等について情報提供希望者と所有者等との

間で契約を成立させたときは、その結果を山形市空き家バンク登録物件成約報告書（別記様

式第５号）により遅滞なく市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による報告を受けたときは、当該報告に係る物件登録事項を空き家バ

ンク台帳から削除するものとする。 

３ 市長は、登録物件の売買、賃貸借等に関する交渉及び契約の締結については、直接関与し

ないものとする。 

（利用の拒否） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認める情報提供希望者に対しては、空き

家バンクの利用を拒否することができる。 

⑴ 第６条第３項各号に掲げる者 

⑵ 登録物件を利用することにより、公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあ

る者 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、空き家バンクを利用させることが不適当であると認める者 

（個人情報の取扱い） 

第１３条 物件登録者及び情報提供希望者並びに協力事業者は、空き家バンク台帳から知り得

た個人情報を取り扱うに当たり、山形市個人情報保護条例（平成１２年市条例第３４号）の

規定の趣旨に基づき、次の事項を遵守しなければならない。 

⑴ 個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないこと。 

⑵ 無断で個人情報を複写し、又は複製しないこと。 

⑶ 個人情報を損傷し、又は滅失することのないよう適正に管理すること。 

⑷ 保有する必要がなくなった個人情報を確実に、かつ、速やかに廃棄し、又は消去するこ



 

 

 

と。 

⑸ 個人情報の漏えい、損傷、滅失等の事故が発生したときは、速やかに市長に報告し、そ

の指示に従うこと。 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、空き家バンクの実施に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 空き家バンクの実施に当たり、必要な行為その他の行為は、この要綱の施行の日前におい

ても行うことができる。 

附 則 

この要綱は、令和３年 ３月１６日から施行し、改正後の第６条第２項の規定は、同日以後

に行われる空き家の登録の申込みについて適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別記様式第１号（第６条－第８条関係） 

山形市空き家バンク登録（新規・変更・更新・取消）申込書 

年   月   日 

（宛先）山形市長 

申込者    住所 

氏名                            

電話番号 

山形市空き家バンク実施要綱（第６条第１項・第７条第１項・第８条第３号）の規定により、

山形市空き家バンクの登録（新規・変更・更新・取消し）をしたいので、次のとおり申し込み

ます。 

□ 新規の内容 

空き家の所在地 山形市 

日中の連絡先 

※申込者（所有者

等）以外の場合 

住所  

氏名  

連絡先  

所有者等との関係  

目的 □ 売却のみ □ 賃貸のみ □ 売却及び賃貸 

添付書類 

⑴ 誓約書（物件登録者用）（別記様式第２号） 
⑵ 山形市空き家バンク登録カード（別記様式第３号） 
⑶ 協力事業者と締結した空き家の媒介に関する契約書の写し 
⑷ 空き家に係る固定資産税の納税通知書の写し又は登記事項証明書の写し  
⑸ 空き家が所在する土地の公図の写し 
⑹ その他、市長が必要と認める書類 

※ 添付書類の⑶から⑸までについては、協力事業者がその書類の内容を確認した場合は、その書類の提出を省略することができます。 

□ 変更の内容 （登録番号 第     号） 

変更前 変更後 

  

※ 別記様式第３号の内容に変更がある場合は、変更後の内容を別記様式第３号に記載して提出してください。 

□ 更新の内容 （登録番号 第     号） 

現在の登録期間 :         年   月   日から      年   月   日まで 

更新後の登録期間 :        年   月   日から      年   月   日まで 

□ 登録の取消し （登録番号 第     号） 

 取消理由： 

 



 

 

 

様式第２号（第６条関係） 

誓約書 

（宛先）山形市長 

 

私は、山形市空き家バンク実施要綱第６条第１項の規定により下記の事項に同意の上、申し

込みます。また、同条第３項各号に掲げる者でないことを誓約します。 

記 

１ 別紙「山形市空き家バンク登録カード（別記様式第３号）」に記載された空き家の概要（所

有者等及び空き家の所在地が特定される事項を除く。）及び現況写真について、山形市公式ホ

ームページ、山形市が提携する全国版空き家バンクホームページ等に掲載し、公開すること。 

２ 空き家バンクの利用希望者に、別紙「山形市空き家バンク登録カード（別記様式第３号）」

に記載された事項を提供すること。 

３ 契約交渉に関する全ての事項については、物件登録者、利用希望者及び協力事業者との間

で責任を持って行うこと。 

４ 利用希望者との交渉及び契約には誠意をもって臨み、疑義、紛争等については当事者間で

解決に当たること。 

５ 個人情報の取扱いについては、山形市空き家バンク実施要綱第１３条の規定を遵守するこ

と。※ 以下は、第１３条抜粋 

⑴ 個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないこと。 

⑵ 無断で個人情報を複写し、又は複製しないこと。 

⑶ 個人情報を損傷し、又は滅失することのないよう適正に管理すること。 

⑷ 保有する必要がなくなった個人情報を確実に、かつ、速やかに廃棄し、又は消去するこ

と。 

⑸ 個人情報の漏えい、損傷、滅失等の事故が発生したときは、速やかに市長に報告し、そ

の指示に従うこと。 

６ 空き家バンクの登録に際し、家屋及びその所在する土地の登記情報を確認すること。 

年  月  日 

住所 

氏名            

    



 

 

 

様式第３号（第６条関係）  山形市空き家バンク登録カード 

空き家の情報 

希望価格 
□ 売却 円 

□ 賃貸     円／月 □ 敷金     か月 □ 礼金     か月 

物
件
の
概
要 

面 積 構 造 建 築 年 年  月築 

土 地 ㎡ 
□ 木造 

□ 軽量鉄骨造 

□ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 

□ その他 

補修の要否 補修の費用負担 

建 物 

１階 
㎡ □ 補修不要 

□ 多少の補修が必要 

□ 大幅な補修が必要 

□ 現在補修中 

□ 所有者負担 

□ 入居者負担 

□ その他 

（        ） 

坪 

２階 
㎡ 

坪 

間取り 

□ 居間（  ）畳 □ 台所 □ 風呂 □ トイレ □ その他（           ） 
１階 

□ 洋室（  ）畳（  ）畳（  ）畳 □ 和室（  ）畳（  ）畳（  ）畳 
□ 洋室（  ）畳（  ）畳（  ）畳 □ 和室（  ）畳（  ）畳（  ）畳 

２階 
□ その他（                                 ） 

都市計画区域（用途区域）   （     ） 防火地域  

建ぺい率 ％ 容積率 ％ その他制限  

利
用
状
況 

□ 利用者なし（    年） 

□ セカンドハウス・別荘 

□ その他 （        ） 
設
備
の
状
況 

電 気 □ 引込済 □ その他（     ） 

風 呂 □ ＬＰガス □ 都市ガス □ 灯油 □ 電気 □ その他（     ） 

水 道 □ 上水道 □ 井戸水 □ その他（     ） 

キッチン □ ＬＰガス □ 都市ガス □ ＩＨ □ その他（    ） 

主
要
施
設
等
へ
の
距
離 

□ 駅  （      駅） km 下水道 □ 下水道 □ 浄化槽 □ その他（     ） 

□ バス停 （      ） km トイレ □ 水洗 □ 汲取り ／ □ 和式 □ 洋式 （    ） 
□ 病院 （       ） km 駐車場 □ 有（  台） □ 無 物 置 □ 有  □ 無 

□ 保育園（       ） km 車 庫 □ 有（  台） □ 無 家庭菜園 □ 有  □ 無 

□ 小学校 （      ） km 庭 □ 有  □ 無 雪捨て場 □ 有  □ 無 

□ 中学校 （      ） km その他設備等  ペット □ 可 □ 不可 
□ スーパーマーケット km 【間取り】（別紙可） 【地図】（別紙可） 

□ コンビニエンスストア km 

□ その他（       ） km 

□ その他（       ） km 

特記事項 

耐震診断：未 ・ 済（補強不要・要補強）・不要 
 
 
 
 
 
⑴協力事業者と締結した空き家の媒介に関する契約書の写し 

⑵空き家に係る固定資産税の納税通知書の写し又は登記事項証明の写し 

⑶空き家が所在する土地の公図の写し 

上記の書類についてその内容を担当する協力事業者が確認したので提出を省略します。  
協力事業者 
担当者名 

備考 
抵当権又は相続登記に係る手続の必要がある場合は、特記事項に記載してください。記載漏れ、記載誤り等により契約不適
合責任等が生じた場合、山形市は一切の責任を負いかねます。 

登 録 番 号  区分 □ 売却  □ 賃貸  □ どちらでも可 

物件所在地 
山形市 

所 有 者 
管 理 者 

□ 土地及び建物の所有者（管理者） □ 建物の所有者（管理者）（土地は賃貸借） □ その他（        ） 

住  所 〒   － 

氏  名 －    － 電話番号 －    － 

媒介・管理 
委託業者（協
力事業者） 

住  所 〒   － 

事業者名 
 電話番号 －    － 

担当者名  

媒介・管理契約 種類 
 契約期間    年  月  日～  年 月 日 



 

 

 

様式第４号（第６条－第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

（申込者・物件登録者） 

様 

（協力事業者） 

様 

山形市長           印 

山形市空き家バンク登録（新規・変更・更新・却下・取消）決定通知書 

山形市空き家バンク実施要綱（第６条第４項・第７条第２項・第８条）の規定により、下記

のとおり山形市空き家バンクの登録（新規・変更・更新・却下・取消し）を決定したので通知

します。 

記 

１ 登録番号         第     号 

２ 登録（登録変更）日    年  月  日 

３ 有効期限         年  月  日 

４  登録（登録変更）内容   別紙空き家バンク登録カードに記載のとおり 

５ 登録を却下又は取り消した場合はその理由 

 

 

 

※ 登録内容に変更等が生じた場合、速やかに手続を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 
〒９９０－８５４０ 
山形市旅篭町二丁目３番２５号 
山形市       部       課     係  
電話０２３－６４１－１２１２（内線   ） 
ＦＡＸ０２３－６  － 
Ｅ-mail：         @ 



 

 

 

様式第５号（第１１条関係） 

山形市空き家バンク登録物件成約報告書 

年  月  日 

（宛先）山形市長 

（協力事業者） 

住所 

氏名             

電話番号 

 

山形市空き家バンクに登録された下記の物件の売買（賃貸借等）が成約しましたので、山形

市空き家バンク実施要綱第１１条第１項の規定により、次のとおり報告します。 

１ 物件登録者名 

 （所有者等の氏名） 

物件登録番号 

（第     号） 

２ 利用希望者名等 

 （契約者の氏名等） 

氏名 

住所  

       

３ 契約内容 契約成立（ 売買 ・ 賃貸借 ） 

  いずれかに○印をしてください。 

４ 契約締結の金額 売買（       円） 賃貸（      円／月） 

５ 契約締結日 年  月  日 

６ 特記事項 

（売買、賃貸後の利用方法など） 

 

 

 


